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令和８年７月２２日 

 

宗像市議会 

議長 岡本 陽子 様 

 

                            総務常任委員会 

                      委員長 新留 久味子 

 

 

委員会審査報告書  

 

本委員会に付託された事件の審査結果を報告します。 

 

記 

 

第 37号議案 

 

宗像市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

地方自治法の一部を改正する法律及び地方自治法施行令等の一部を改正する政令が施行される

ことに伴い、条例の一部を改正するもの。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

 引用する条文を整理する。なお、条例に定める内容に変更はない。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 38号議案 宗像市手数料条例の一部を改正する条例について 

  個人番号カードを利用した証明書等の発行の促進を目的として、当該証明書等の交付手数料の

額を引き下げるため、条例の一部を改正するもの。 

 

【審査内容】 

 明らかになった主な事項は次のとおり。 

 １ 個人番号カードを利用し、コンビニエンスストアなどに設置されたマルチコピー機等で発

行する際の証明書等の交付手数料について、現行の２５０円もしくは４００円から一律１０

円に引き下げる。また、対象期間は、令和８年８月１日から令和９年３月３１日までとす

る。 

２ コンビニ交付率を７０％まで向上させることを目標として実施する。交付手数料を１０円

と設定したことについては、マルチコピー機に入金できる最低額面が１０円硬貨であること

や、福岡市、古賀市、北九州市などの近隣自治体が同様の手数料引下げを実施していること

を考慮したものである。手数料引下げによる収入減額は、約１,０００万円を見込んでいる
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が、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を充当する予定である。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用すること、また、個人番号カードのさら

なる活用を目指した取組であることを高く評価する。その一方で、様々な事情により市の窓口を

訪れる市民に寄り添う市役所であることも期待する。 

・手数料を引き下げ、コンビニ交付を促進することについては一定の理解ができるが、市民への

周知は議会の議決後に行うべきと考える。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 

 

 

第 39号議案 

 

財産の取得について 

 

宗像市民体育館に設置する空調設備機器類を購入するため、物品売買契約を締結するに当た

り、宗像市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定により、議会

の議決を求めるものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 取得する財産の種類等 

宗像市民体育館に設置する空調設備機器類 

２ 取得価格 

８,２０６万円（うち消費税及び地方消費税相当額７４６万円） 

３ 契約の相手方 

宗像市原町２０９７番地４ 

南郷電気株式会社宗像営業所 

所長 髙木 良太 

４ 履行期間 

議決した旨を通知した日の翌日から令和８年８月２１日まで 

５ 契約の方法 

指名競争入札（入札参加者３者） 

６ その他 

  工事に際し、令和８年５月上旬から９月末まで、宗像市民体育館を休館としている。利用者

には休館中の代替施設として、勤労者体育センター、Ｂ＆Ｇ海洋センター、学校開放施設など

を案内している。財源については、緊急防災・減災事業債を全額充当する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 
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第 40号議案 

 

財産の取得について 

宗像市立学校学習者用端末を購入するため、物品売買契約を締結するに当たり、宗像市議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例の規定により、議会の議決を求めるも

のである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 取得する財産の種類等 

宗像市立学校学習者用端末２,９５４台 

２ 取得価格 

１億４,７５５万５,２５４円 

（うち消費税及び地方消費税相当額１,３４１万４,１１４円） 

３ 契約の相手方 

福岡市中央区大名二丁目９番２７号赤坂センタービル 

株式会社内田洋行 九州支店 

支店長 坂口 秀雄 

４ 履行期間 

議決した旨を通知した日の翌日から令和９年１月２９日まで 

５ 契約の方法 

随意契約 

６ 随意契約の理由 

本市は、福岡県ＧＩＧＡスクール推進協議会が実施する「学習者用タブレット端末の共同調

達」に参加しており、同協議会が公募型プロポーザルにより受託候補者を選定していることか

ら、随意契約とする。 

７ その他 

学習者用端末については、令和７年度から３年間をかけて整備を行っており、今年度は２年

目にあたり、小学校４年生から６年生までの端末を更新する。旧端末については、全て廃棄を

予定しており、廃棄については、国が推奨するデータ消去方法を採用した事業者がデータ消去

した上で物理破壊を行う。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 


